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平成１８年度 国立大学法人東北大学 年度計画 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 
 

○教養教育の成果に関する具体的目標の設定 
1・豊かな教養と人間性を備え、「科学する心」を持って知的探求を行うことができる人材を養
成するために、主として学士課程１年次から２年次に、教養教育に当たる全学教育（共通基盤

教育）の充実を図る。 
平成１８年度は、新カリキュラムによる全学教育を実施するとともに、学生による授業評価

等により、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 
2・実践的な外国語教育や情報教育の充実、グローバル化社会への適応力を修得できるカリキュ
ラムの拡充・改善を図る。 

平成１８年度は、新カリキュラムによる当該科目の授業を実施するとともに、学生による授

業評価等により評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 

3・学問全般に対する興味あるいは専門教育への意欲の喚起、大学院レベルの高度な研究成果を
全学教育に反映するため、研究科・研究所等のすべての部局が参加する「少人数教育・基礎ゼ

ミ」を充実させる。 
平成１８年度は、受講生の要望等を調査して、必要に応じて内容あるいは開講数等の調整を

行う。 
 

○専門教育に関する具体的目標の設定 
【学士課程教育】 
4・課題の迅速な把握、自らの見解を論理的思考に基づいて正確に表現できる能力を養うために、
基礎的な専門知識や外国語の修得、情報を効果的に活用する能力の向上に重点を置いた教育カ

リキュラムを充実させる。 
平成１８年度は、新しい専門教育のカリキュラムを実施し、学生による授業評価等により評

価を行い、必要に応じてカリキュラムを調整する。 
 
5・大学院課程進学に必要な学力を修得できるようカリキュラムの充実と改善を図る。 
平成１８年度は、改善されたカリキュラムを実施し、学生による授業評価等により評価を行

い、必要に応じてカリキュラムを微調整する。 
 
【大学院課程教育】 

6・国内外から集まる優秀な学生・社会人を対象として、学際領域を含む多様な課題の把握と課
題解決に必要な手法の開拓を実践できる能力を持つ人材を養成するために、高度な専門的知識

を修得させる教育カリキュラムの充実を図る。 
平成１８年度は、改善されたカリキュラムを実施し、学生による授業評価等により評価を行

い、必要に応じてカリキュラムを微調整する。 
 
7・自らの問題意識に基づいて新たな課題を設定し、その解決を目指す研究計画の立案・実施・
総括のできる人材及び知の継承と発展を担い得る世界的リーダーを養成できる柔軟かつ高度

な大学院教育システムの充実を図る。 
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平成１８年度は、プロジェクトの成果や運営等に関する評価を行い、大学院学生がリーダー

となって企画・実施するプロジェクト型研究等に関する全学的なガイドラインを検討し、策定

する。 
 
8・法科大学院・公共政策大学院・会計大学院の専門職大学院において、社会の多様な変化に対
応できる高度専門職業人の養成を行う。 
平成１８年度は、法科大学院修了予定者（３年修了者）による授業等の評価を実施し、平成

１７年度修了者の新司法試験合格状況等のデータと合わせて、カリキュラム等を点検する。公

共政策大学院の平成１７年度修了者を対象に追跡調査を実施し、カリキュラム等を点検する。 
 
○卒業後の進路等に関する具体的方策 
9・就職情報・大学院情報のデータベース化等により、広くきめ細かい就職・進路に関する情報
提供を推進する。 
平成１８年度は、学生支援審議会は、平成１７年度に実施した調査結果を分析し、必要に応

じてシステムを稼動する。 
 
○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 
10・在学生、学部卒業生、大学院博士課程前期２年の課程（修士課程）及び後期３年の課程（博
士課程）修了生に対する教育目標達成度の調査を実施する仕組みの充実を図る。その分析に基

づく評価結果を教育システムやカリキュラム改善に反映させるように努める。 
平成１８年度は、アンケート調査の分析結果に基づき、カリキュラム等への反映について企

画立案する。 

 

11・大学に対する社会の要請を把握するために、卒業生の１５％程度について、就職先企業等に
対して適宜調査を行う。 
平成１８年度は、学生支援審議会は、アンケート調査の回収結果を分析し、まとめ、必要に

応じて追加調査等を行う。 

 
（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

 

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 
12・アドミッション・ポリシーの整備と明確化、評価・分析に基づく改善を行うとともに、多様
な媒体を通して本学のアドミッション・ポリシーを周知するための広報活動体制を整える。 
平成１８年度は、必要に応じて見直しを行いつつ、アドミッション・ポリシーの広報活動を

行う。 

 

【学士課程教育】 

13・近年の高校教育の変化、入学者の多様化に対応できるように、全学部の入学基準、卒業基準、
教育カリキュラムの見直しを図る。 
平成１８年度は、平成１８年度入学者を対象に新しい教育カリキュラムを適用する。（以降、

年次進行。） 

 

14・アドミッション・ポリシーの一層の明確化・具体化を図るため、全学共通及び各学部等のア
ドミッション・ポリシーが本学の理念を的確に反映したものとなっているか、入学者選抜の方

式として適切に具体化されているかについて、点検・整備に努める。 
平成１８年度は、必要に応じて見直しを行いつつ、各学部のアドミッション・ポリシーと本

学のアドミッション・ポリシーとの整合性について、継続的に点検する。 
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15・アドミッションセンターを中心に、高校以下の教育の状況、教育課程の変化等に対応できる
ように入学者選抜にかかわるデータベースの整備を進め、選抜方法区分による入学者の状況を

平成１７年度の開始を目標に毎年入学者の５％程度について適宜追跡調査し、分析する。 
平成１８年度は、平成１８年度入学者の５％程度を抽出して追跡調査を行い、結果をデータ

ベースに蓄積し、適宜分析する。 
 
16・高校生・予備校生・社会人等に、本学のアドミッション・ポリシー、教育研究活動及び社会
貢献に関する情報を効果的に伝えるため、広報誌、ホームページ等による広報活動の充実に努

める。 
平成１８年度は、必要に応じて見直しを行いつつ、広報活動を行う。 

 
17・奨学金制度や外国留学に対する学費援助、諸外国の教育機会の情報紹介、本学の教育研究の
画期的な成果等、本学の特徴を高校生や予備校生等に周知する。 
平成１８年度は、必要に応じて見直しを行いつつ、広報活動を行う。 

 
【大学院課程教育】 

18・国内外から、多様な資質、多様な学習歴を持つ学生を選抜するために、博士課程前期２年の
課程（修士課程）、後期３年の課程（博士課程）の選抜方法を検討するとともに、合否判定の

一層の客観性、公平性の確保できるように、入学基準を明確にする。 
平成１８年度は、入学者・編入学者・進学者の中から５％程度を抽出して追跡調査を行い、

その結果に基づいて選抜試験実施体制を点検する。 

 

19・志願者、入学者に国内外の他大学出身者が増加していることから、学部専門教育と大学院教
育を円滑に接続する教育カリキュラムを検討し、整備する。 
平成１８年度は、当該年度修了予定者を対象にアンケート等を実施し、必要に応じて制度の

見直しを行う。 

 

20・優秀な外国人学生等の大学院への入学を促進するために、本学が外国の大学との間で相互に
設置しているリエゾンオフィス等を通して、人材確保のための積極的な広報活動に努める。 
平成１８年度は、ウェブサイトへのアクセス統計、外国人志願者数・合格者数の統計情報等

に基づいて、広報体制を点検する。 
 
○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
【学士課程教育】 

21・実践的外国語教育、情報技術を効果的に活用する能力向上に対応できるカリキュラムを編成
する。 
平成１８年度は、新カリキュラムによる当該科目の授業を実施するとともに、学生による授

業評価等により評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 
22・学問的・社会的な必要性や時代のニーズを踏まえ、高校教育・学部専門教育及び大学院教育
との連携を考慮し、理工系・生命科学系・人文社会科学系の学生に共通で必須な基盤科目を充

実する。 
平成１８年度は、新カリキュラムによる全学教育を実施するとともに、学生による授業評価

等により評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 

23・多様な学術領域を網羅する豊富な視野を修得させるため、全学教育審議会が責任を持ってカ
リキュラム編成を行う。 
平成１８年度は、新カリキュラムによる全学教育を実施するとともに、学生による授業評価
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等により評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 
【グローバル化への対応】 

24・実践的外国語教育は、CALL(Computer Assisted Language Learning)システムの活用を図
り、TOEFL、TOEIC 等の国際的に通用する評価基準を重視するとともに、必要に応じて実践
英語教育をアウトソーシングすることを検討する。 
平成１８年度は、これまでの検討結果に応じて、アウトソーシングを含む必要な準備等を行

う。 
 
25・短期留学生と日本人学部学生の英語による合同授業の実施や、長期留学生と日本人学生の共
通授業の充実を図る。 
平成１８年度は、"短期留学生向けに開講する全授業数の一定割合を合同授業として実施す
るとともに、学生による授業評価等により評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行

う。また、長期留学生と日本人学生との共通授業についても、必要な準備等が整い、実施可能

な組織から合同授業を試行する。" 
 

26・留学生に対する日本語論文の指導、多様なニーズに対応できる新しい日本語教育プログラム
の開発等、留学生の日本語教育の充実を図るとともに、英語による試験・授業・研究指導の拡

大を図る。 
平成１８年度は、新カリキュラムによる教育を実施するとともに、学生による授業評価等に

より評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 
27・必要に応じて、専門分野の英語指導を行うとともに、英語による講義のみで大学院修了に必
要な単位を確保できる制度を整備する。 
平成１８年度は、必要な準備等が整い、実施可能な組織から、実施する。 

 
28・グローバルな視点に立つ倫理観を修得させるため、専門課程教育におけるカリキュラムを充
実する。 
平成１８年度は、新カリキュラムによる全学教育を実施するとともに、学生による授業評価

等により評価を行い、必要に応じてカリキュラムの調整を行う。 
 

【教育・学習支援の充実】 

29・全学教育のティーチング・アシスタント（TA）制度、TA の研修制度及びその評価システム
を平成１８年度を目標に整備を図る。 
平成１８年度は、ＴＡの研修及びＴＡの具体的な配置を実施するとともに、学生による授業

評価等により評価を行い、必要に応じて次年度以降の研修内容の改善、配置数等の見直し等に

反映させる。 

 
30・「門戸開放」の理念推進に伴う多様な学生の入学に対応するため、学生が十分な修学ができ
ない場合には、カウンセリング指導教員による個別指導を行う。 
平成１８年度は、各学部及び各研究科において、部局学生支援相談担当者制度を実施する。 
 

【教育課程の相互交流】 

31・学科・学部の枠を超えた聴講と単位互換等の教育課程の柔軟性を高めるとともに、意欲のあ
る学生には弾力的に大学院修士課程の授業を聴講させ、単位認定できるようなシステムを整備

する。 
平成１８年度は、柔軟な履修制度を実施する。 
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【大学院課程及び専門職大学院教育】 

32・第一線の研究を推進する教員による最高水準の先端的教育を行い、教員と学生の双方向の議
論を活性化するために、研究科間の連携を密にして、カリキュラムの相互調整、単位互換等を

進める。 
平成１８年度は、新しい履修制度を実施する。 

 
33・法科大学院・公共政策大学院・会計大学院の専門職大学院においては、「研究者」教員によ
る高度の理論教育を行うとともに、相当数の「実務家」教員を任用して、実践を重視した授業

を展開する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、実務家教員に

よる教育を積極的に実施する。 

 

○教育方法（授業形態、学習指導法等）に関する具体的方策 

34・学生が関心を持ち理解できる授業を実現するため、講義・演習・実験・フィールドワーク等
の多様な授業形態を設定する。 
平成１８年度は、試行結果に基づいて、多様な授業形態を全学的に拡充する。 

 
35・各種視聴覚機器の利用やコンピュータ等のメディアを利用した教育環境を充実させるととも
に、情報リテラシー教育、情報倫理教育等を全学的に実施する。 
平成１８年度は、教育情報化のためのインフラが整った部局では、その活用を促進する方策

をとるとともに、新しい全学教育情報教育を奇数セメスターに実施し、それに接続する学部専

門教育科目を偶数セメスターに実施する。 
 
36・教員研修（ファカルティーデベロップメント）の中心的な課題として授業方法等の改善に取
り組む。 
平成１８年度は、追跡調査により、平成１６年度以前の同一教員による同一科目の授業評価

と比較し、ＦＤの効果を評価するとともに、必要に応じて当該年度のＦＤの内容に反映させる。 
 
37・ISTU の大学院講義を活用したカリキュラムの整備に努める。 
平成１８年度は、ISTU の講義を含めた大学院教育を実施する。 

 

38・大学院では、国内外の企業や研究機関に短期間赴き、研修等を行うインターンシップ制度の
充実を図る。 
平成１８年度は、インターンシップ制度による研修を実施するとともに、受入先による評価

等の結果に基づき、次年度以降の派遣人数や派遣学生の事前選考に反映させる。 

 

39・指導法の改善を図るために、各部局単位や全学レベルで学生の授業評価を参考に、授業改善
のシステムの確立を図る。 
平成１８年度は、追跡調査により、平成１６年度以前の同一教員による同一科目の授業評価

と比較し、ＦＤの効果を評価するとともに、必要に応じて当該年度のＦＤの内容に反映させる。 
 

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 
40・学生の理解度、応用力等の項目別にきめ細かな成績評価を行うため、厳正かつ公平な成績評
価基準を整備し、公表する。 
平成１８年度は、評価項目と基準を公表し、それに基づく成績評価を実施する。 

 
41・学生の多様なニーズに適応し得る柔軟なカリキュラムを編成し、成績優秀な学生の期間短縮
卒業や他学部の基礎専門教育科目を全学教育科目として聴講できるようにする。 
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平成１８年度は、他学部の専門教育科目を全学教育科目として履修可能な制度を実施する。 
 
42・平成１８年度を目標に、TOEFL、TOEIC 等の国際的に通用する検定試験において一定以上
の得点を得た学生に対しては、相応の単位を認定する制度の整備に全学的に努める。 
平成１８年度は、拡充された制度を実施する。 

 
（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 

○教育力の強化と学内教育資源の活用に関する具体的方策 

43・学士課程教育の改善のため、「大学教育研究センター」の整備充実を図る。 
平成１８年度は、第Ⅱ期計画（エクステンション部新設）について検討を開始する。 

 
44・学部・研究科と研究所等との連携により、教育力の強化を図る。 
平成１８年度は、連携体制による教育を実施するとともに、必要に応じて全学的ルールを見

直す。 
 
45・多様な人材による先端的かつ広範囲な高等教育を実践するため、優れた人材を国内外から教
員として受け入れる。 
平成１８年度は、受講学生の要望等を調査して、必要に応じて講義科目の内容等を調整する。 
 

46・優秀な大学院生を TA として採用し、教育研修を受講させる。 
平成１８年度は、TA の教育研修を実施し、授業に配置するとともに、受講学生の要望等を
調査して、研修内容等を調整する。 

 
47・教育に対する責任体制を明確にするため、教育研究を主とする教員と管理運営に携わる教員
等の適切な役割分担の工夫に努める。 
平成１８年度は、評価等に基づき、必要に応じて役割分担・配置数等を見直す。 

 
48・効果的・効率的な教育研究体制の実現のため、一定期間、教育あるいは研究のいずれかに重
点を置くなど、教員間の分業体制の工夫に努める。 
平成１８年度は、評価等に基づき、必要に応じて分業体制を見直すとともに、各部局の要望

等を調査して、全学的な調整を行う。 
 
49・ジェンダー教育体制の充実のため、東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）を活用するとと
もに、全学教育などにおける「ジェンダー学」の積極的導入、国内外の研究機関・地方公共団

体等との連携を図る。 
平成１８年度は、必要に応じて受講学生の要望等を調査して、内容等を精査する。 

 
50・講義等の教育活動で高い評価を受けた教職員の顕彰制度（総長教育賞）等を整備する。 
平成１８年度は、必要に応じて、教育活動に関する教職員の顕彰制度について、全学的な調

整を行う。 

 

○高度情報型教育システムの実現に関する具体的方策 

51・学際的な科学技術の進展、学生の多様化による補習的な教育の必要性、遠隔地からの即時的
な学習要求等に柔軟に対応するため、ＩＴ技術、新しいメディアを活用した教育方法（高度情

報型の教育システム）の工夫に努める。 
平成１８年度は、改善された高度情報型の教育システム等を活用した新たな教育方法の実践

を推進する。 
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52・ISTU の実践を始めとする、講義科目の電子情報化・授業方法の改善等を積極的に行い、社
会人もアクセス可能なインターネットによる講義を充実させる。 
平成１８年度は、電子化された講義科目を開講する。必要に応じて受講学生の要望等を調査

して、内容等を調整する。 
 
53・図書館機能の拡充を図るために、開館時間の延長、学生用図書の整備、学習支援情報のデジ
タル化、情報リテラシー教育の支援、情報検索システムの整備を図る。 
平成１８年度は、学生用図書の整備を行うとともに、情報検索機材の充実を継続的に図る。 

 
54・遠隔講義・少人数講義に対応する施設の整備を図る。 
平成１８年度は、整備状況に応じて、遠隔講義・少人数講義を順次実施する。 

 
55・学生に対する修学上のサービス向上のために、学内の学務事務システムを統合し、事務情報
処理環境の一元化を図る。 
平成１８年度は、教務情報システムの保有するデータの一元管理化を実現するとともに、学

生へのサービスレベル向上を全学的に推進する。 

 

○授業評価、学習評価の技術的向上と結果の活用に関する具体的方策 
56・学生の学習到達度を適正に測定するため、教員研修等を通じて、教員の適切な評価方法の改
善に努める。 
平成１８年度は、学務審議会及び各部局が教員研修を継続的に実施しつつ、追跡調査の分析

結果等に基づき、必要に応じて研修内容等を調整する。 
 
57・必要に応じて学生等による授業評価を導入し、学部長・研究科長等は、その結果を授業担当
教員にフィードバックする。 
平成１８年度は、学生等による授業評価を本格実施として企画し、実施する。フィードバッ

クの結果を再度学生の評価によって確認し、教員の授業内容の改善を図る。 
 
58・不適切な教育指導、学生の学習不足等が生じないように、各部局は教員の教育活動、学生の
学習到達度について、自己点検、学生の授業評価、学内外者による評価等を積極的に行う。 
平成１８年度は、不適切な学生指導や学生の学習不足の実態を改善する措置を講じるととも

に、継続的な対応に努める。 
 
59・外部評価、自己評価の結果を踏まえ、各部局は教育の実施体制の改善を図る。 
平成１８年度は、改善策の実効性を追跡調査し、必要に応じて改善策の見直しを行う。 

 

○教材、学習指導法等に関する研究開発及び教員研修に関する具体的方策 
60・教育能力向上のために、ITの多様な利用法を含む教員研修を企画・実施する。 
平成１８年度は、IT活用研修を企画し、実施する。学生による授業評価等の結果を分析し、
必要に応じて研修内容に反映させる。 

 
61・教員研修の内容充実のため、模範授業についての研究会への教員の参加を促すとともに、定
期的に相互に授業参観する等の工夫に努める。 
平成１８年度は、学生による授業評価の結果等に基づき、必要に応じて制度を見直す。 

 
○全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 
62・仙台地区・東北地区の大学間における単位互換制度の充実を図る。 
平成１８年度は、授業評価の分析を行い、必要に応じて開講科目や受入れ規模等を見直す。 
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○学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項 
63・学部教育と大学院教育の連続性や学際的な素養、グローバルな視点に立つ倫理観の養成に必
要なカリキュラムを編成するため、学部と研究科の連携教育体制を整備する。 
平成１８年度は、各研究科において連携カリキュラムを開始する。大学院生の達成度評価を

行い、改善計画を策定する。 
 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 

○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策 

64・教員と学生との対話機会を増やし、きめ細かい履修指導や進路指導を行うための「指導教員
制」を整える。 
平成１８年度は、制度を拡充し、曜日にも自由度を持たせ学生との対話時間の確保に努める。 

 
65・学習面に関するアドバイザー制・チューター制・TA 制度を充実させる。 
平成１８年度は、学生による評価等の結果に基づき、必要に応じて支援体制を見直す。 

 

66・学生に対する支援相談のための適切な人材確保に努める。 
平成１８年度は、学生に対する全学的な支援体制を整備する。 

 

67・学生がインターネットで相談できるシステムの構築を進める。 
平成１８年度は、大学院生を含む全学生に対する全学的な支援体制を整備する。 

 

○生活相談・就職支援等に関する具体的方策 

68・学生の心身の健康に関して、大学病院と連携しつつ保健管理センター、学生相談所等が行う
各種の事業やプログラムへの支援体制の充実を図る。 
平成１８年度は、大学院生を含む全学生の心身の健康に関するデータの集積を行い、その改

善に努める。 

 
69・学生の修学相談、進路相談、自己形成過程における、いわゆる「落ち込み」に対する支援を
行う。 
平成１８年度は、支援事例の蓄積に基づき、適応上の問題を抱えた学生向けのリーフレット

等を発行する。 
 

70・各種生活相談等に関しては、学生相談所が中心となって支援プログラムを展開し、関係各部
局はこれに協力する。これらの支援活動は、予防という観点からも一層の充実を図る。 
平成１８年度は、本格的支援プログラムの実施を開始する。 

 

71・セクシュアルハラスメント、アカデミックハラスメントに関する相談は、予防の観点からも
全学的協力体制を更に充実させる。 
平成１８年度は、平成１８年２月に発足した新たなハラスメント防止対策の運用状況をみ

て、必要な見直しを行うなどの改善を図る。 
 

72・学生の社会性を涵養するために、学友会文化部・体育部を中心とした部活動の一層の発展を
図る。 
平成１８年度は、経費に関して外部資金の導入を図るなど、一層の努力を継続する。 

 

○経済的支援に関する具体的方策 
73・優秀な人材の確保のために、授業料支援等の特別優待生制度を創設する。 



 9

平成１８年度は、新しい奨学金制度を設けるために、その原資となる財源の確保を中心に、

支援形態、方式及び支給額等について引き続き検討し、その実現に努める。 
 
○社会人・留学生等に対する配慮 

74・社会人を対象とするリカレント教育、生涯学習等の持続的学習の場を提供するプログラムの
整備を進める。 
平成１８年度は、受講生の要望等を調査して、必要に応じて内容あるいは開講数等の調整を

行う。 
 
75・留学生へのサービスの充実や国際交流を促進するために、全学の国際交流事業の推進・支援
を行う中核組織として、国際交流センター機能を整備する。 
平成１８年度は、国際交流部を中心に各部局が連携・協力し、留学生へのサービス充実と国

際交流促進に努める。 
 
76・留学生を含む、多様な学生の学力・関心の変動、進路に対応した教育プログラムの充実を図
る。 
平成１８年度は、留学生対応としての教育プログラムの本格的運用を推進する。 

 

77・留学希望者の本学への応募について、来日・入学等の諸手続きが円滑に進むような全学的な
支援体制を整える。 
平成１８年度は、学生受付窓口を充実させ、多国語で対応できる留学生への支援体制に努め

る。 

 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

 

○目指すべき研究の方向性 

78・総合大学として学術研究活動を展開するにあたり、大学院研究科・研究部は、大学院教育に
関連する専門分野の学術研究を推進し、成果の創出とこれを取り入れた高度専門教育による人

材育成を目指す。附置研究所等は、学術研究の重要性を基に定められた設置の主旨に沿って高

度研究を推進して成果を創出するとともに、互いに連携してプロジェクト等を積極的に展開

し、新たな学術領域の開拓と進展を図る。学内共同教育研究施設は、教育研究、成果の社会還

元、大学の安全・リスク管理等、大学の使命達成に必要な全学に共通の重要なミッションを持

ち、全国、学内、地域等多様な運用形態で教育研究活動を推進する。 
平成１８年度は、各部局は、学内外から評価委員等を招聘し、達成度評価を客観的に行う。 

 

79・各教育研究組織はその設置主旨の下に、教員の自由な発想と独創性に基づく研究を活発かつ
継続的に推進する。学長をはじめ役員会等は、客観的な評価に基づく運営方針に沿って、組織・

運営の見直しや改組・新設等を図るとともに、大学として高い実績を有する高度基礎研究を支

援し、組織の長と連携してさらに卓越した成果を得ることができるよう、管理運営や施設・設

備の整備に努める。 

平成１８年度は、準備状況に応じて施策の実現を図るとともに、必要に応じて、施策の見直

し・調整等を行う。 

 

80・人類社会が直面する重要課題の解決に役立つ社会・人間科学、医療・生命、食、情報通信、
物質・材料、エネルギー・環境等に関する領域横断的課題を研究するため、柔軟かつ機動的な

研究体制の充実に努め、新たな学術領域の創出を図る。 
平成１８年度は、短期の重点テーマに対する評価を実施するとともに、その結果に基づいて
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当該短期テーマを中・長期重点テーマに組み込むなど、必要な措置をとる。 

 

81・包括的研究協力のシステム等を整備して、公正なルールの下に本学内外の組織との共同研究
を推進し、学術研究の動向や社会ニーズに応じた柔軟かつ機動的な研究プロジェクトの推進を

図る。 
平成１８年度は、研究成果の状況や知的財産権処理の状況に基づき、必要に応じて協定内容

を見直す。 

 
82・本学の基礎・応用研究の中から学外の評価に基づいて拠点候補に認定されたプロジェクト研
究を強化し、国際研究拠点機能の一層の充実に努める。 
平成１８年度は、プロジェクトの進捗状況や学外評価に基づき、重点拠点の見直しを行う。 

 

83・研究成果の産業化を目指す開発研究を重点的に行うセンター、寄附講座・部門の設置を進め、
リエゾン機能の支援の下に応用研究を推進する。 
平成１８年度は、実績や評価等に基づき、必要に応じて見直しを行うとともに、整備計画の

継続的な拡充を推進する。 

 

○大学として重点的に取り組む領域 

84・21 世紀 COE プログラム等、実績と組織編成構想に基づいて評価認定された基礎的研究領域
の研究推進と組織構築を重点的に行う。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、重点的研究領域の研究推進体制を順次整備するととも

に、継続的な拡充を図る。 

 

85・未来情報産業創生等、本学の研究成果を踏まえ産業界が特に期待し大型研究資金が投入され
るような研究課題とその展開をより積極的に推進する。 
平成１８年度は、当該プロジェクトの推進を支援するため、建物専有面積の拡充など、研究

に専念できる環境の整備等を実施する。 
 

86・知的クラスター計画等、学外の評価により、本学の地域貢献への適格性が明らかとなった研
究課題とその展開を推進する。 

平成１８年度は、行動計画を実施するとともに、必要に応じて研究課題の展開に関する方向

性等を調整する。 

 

87・学術領域の変化等に対応する大学教育システムの開発に関する研究を展開する。 
平成１８年度は、中間評価等により、必要に応じて大学教育システムの開発に関する実施体

制を見直す。 
 

○成果の社会への還元に関する具体的方策 

88・国内及び国際学術会議への研究成果の発表、学会誌への論文投稿を活発に行い、研究成果の
社会還元を図る。 
平成１８年度は、研究成果の発表、学会誌への論文投稿等を行うとともに、準備状況に応じ

て統一的方法による成果の公表を順次実施する。 

 

89・研究情報の発信と包括的研究協力等に基づく研究のさらなる展開のために、本学研究者の個
人研究・組織研究の成果に関するデータベースの整備に努める。 
平成１８年度は、研究者データベースを利用した研究発信、研究協力を推進するとともに、

必要に応じてデータベースの更新、追加整備等を行う。 
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90・公開講座、公開シンポジウム等を開催し、研究成果の公表に努めるとともに、各種学術団体
の主催する研究成果の実用化プログラムへの参画に努める。 
平成１８年度は、公開講座、公開シンポジウム等によって研究成果の公表を推進するととも

に、準備状況に応じて成果の実用化プログラムを順次実施する。 

 

91・未来科学技術共同研究センター、先進医工学研究機構等の研究組織、及び技術移転機関（TLO）
等と連携して、東北大学産学連携ポリシーの下に研究成果の社会還元を図り、迅速な社会貢献

を目指す。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、研究成果による社会貢献

実行プログラムの積極的な推進を図る。 

 

○研究水準・成果の検証に関する具体的方策  

92・研究水準・成果の向上のために、一元化した研究情報データベース等を用いて、定期的に自
己評価を実施・公表する。 
平成１８年度は、自己評価を実施、公表するとともに、必要に応じて見直しを行う。 

 

93・各教育研究組織は、専門領域ごとに研究活動とその成果に関する定期的な自己評価・外部評
価を通じて、国内及び国際的水準での成果の把握に努め、結果を公表するとともに、外部から

の客観的意見等の把握に努める。 
平成１８年度は、自己評価・外部評価を行うとともに、準備状況に応じて国内及び国際的水

準での研究成果の把握に関する結果を公表し、外部からの意見等を聴取する。 

 

94・多様な尺度から見た本学各組織の活動・成果の実態把握のために、多様な外部評価機関の評
価活動の協力に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、活動・成果の実態把握のため外部評価機関の評価を積

極的に受ける。 
 

95・研究成果、特許の成立・活用状況等は、インターネット等を通じて情報公開するとともに、
定期的に市民講座、公開シンポジウム等を開催して社会への周知・活用を図る。 
平成１８年度は、必要に応じて公開方法等を見直し、研究成果、特許活用状況等の情報公開、

社会への周知を積極的に推める。 
 
（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

 

○適切な研究者等の配置に関する具体的方策 

96・学術領域の特性に配慮しつつ、新たな発展領域等に対し人的資源等の戦略的配置に努めるな
ど、学内外の人事交流・共同研究及び緊密な研究連携を推進する。 
平成１８年度は、試行における成果等を分析し必要に応じて見直しを行うとともに、人的資

源等の戦略的配置、学内外の人事交流・共同研究及び緊密な研究連携を推進する。 
 
97・各種資格の保有等の専門性を重視する選考基準に基づいて、特殊技術や情報処理支援等、大
学運営に欠かせない技術職員の採用に努める。 
平成１８年度は、指針に基づく技術職員の採用を開始するとともに、必要に応じ既存の技術

職員配置との調整を図る。 
 
98・各学術領域の特性に応じ、任期制の適切な運用を含めて、教育研究の発展を可能にする雇用
形態の多様化・最適化に努める。 
平成１８年度は、各部局は、教育研究の発展に資する任用を積極的に進めるとともに、必要
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に応じ指針等の見直しを行う。 

 

○研究資金の配分システムに関する具体的方策 

99・研究資金の基本は競争的資金とする。運営費交付金から配分する研究基盤経費については、
研究科等の教育研究の特性に応じ、透明性のあるルールを定め、それに基づく傾斜配分を行う。 
平成１８年度は、研究基盤経費の傾斜配分を行うとともに、必要に応じ見直しを行う。 

 
100・全学の戦略的研究プログラムや、各部局における競争的研究プロジェクト等を推進するた
め、外部研究資金の導入を積極的に進める。 
平成１８年度は、外部研究資金の導入を積極的に推進するとともに、必要に応じ支援体制等

の見直しを行う。 

 

101・外部資金のオーバーヘッドは、大学本部と所属組織に戦略的に配分し、研究基盤整備、研
究支援事務、知的財産の保護・活用等、組織の研究インセンティブ付与のための経費に充てる。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、大学本部及び所属組織に

対し戦略的配分を積極的に推進する。 
 
102・競争的資金の一部を用いて若手研究者の育成を行うほか、優秀な大学院生をＴＡ、リサー
チ・アシスタント（ＲＡ）に雇用するなど、大学院生に対する経済的支援や教育研究機会の充

実に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、競争的資金による若手支援制度について、順次実施す

る。 
 

103・大学評価・学位授与機構による各部局の教育研究に対する評価結果を、中期計画における
大学の研究戦略策定や予算の配分に反映させる仕組みの構築を図る。 
平成１８年度は、引き続き、大学の研究戦略策定や予算配分への反映について検討し、準備

状況に応じて順次試行する。 

 

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策 

104・外部資金による研究プロジェクトの獲得及び共同研究・受託研究の実現に努め、設備の充
実を図る。研究期間終了後は、部局内有償利用等によって活用する。 
平成１８年度は、研究プロジェクトの獲得、共同研究・受託研究の実現及び設備の充実等を

推進するとともに、準備状況に応じて、部局内有償利用等の運用を試行する。 
 
105・大型コンピュータ、情報ネットワークシステム等の償却以前に旧式化する物件については、
リース方式、全学的な調整の下での利用者負担制度等を導入し，使用料による計画的な維持管

理を図るとともに、適切な時期に教育研究機能強化を達成する機種更新が可能となるような計

画的な運用に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、利用者負担制度の導入、機種更新を可能とする適切な

運用を実施する。 
 
106・図書館が中心となって研究活動に必要な学術刊行物・電子ジャーナル及び二次情報データ
ベース等の学術情報とその利用環境を、全学的調整の下で体系的・計画的に整備する。 
平成１８年度は、基本方針に基づいて、学術情報とその利用環境を順次整備する。問題点が

あれば、必要に応じて見直しを行う。また、予算的枠組についての問題解決に努める。 
 

○知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策 

107・研究推進・知的財産本部に特許及びプログラム、データベース著作権等創作物の著作権の
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扱いを集約し、知財管理運用規則（仮称）に基づく運用を図る。知的財産の活用に当たっては

「活用の早期実現」を柱とし、技術移転機関、科学技術振興事業団、民間企業等複数の利用開

示手段の充実に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、全学の知的財産を研究推進・知的財産本部へ順次集約

する。問題点があれば、必要に応じて見直しを行う。 

 

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策 

108・研究活動の質を向上させるため、部局等の単位で、それぞれの特性と役割を考慮して研究
活動の評価指標等を設定し、自己評価、外部評価等により研究活動の評価を行う。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、自己評価、外部評価を実施する。 

 

109・外部評価機関等による客観的評価結果との整合性等にも留意し、研究の質の向上につなげ
る改善策を織り込んだ計画を各部局が作成し、即応的改善を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、評価結果を研究の質に反映させる制度を順次実施する。 

 

○全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的方策 

110・本学に設置されている全国共同利用施設、学内共同教育研究施設等については、現在教育
研究上で果たしている役割に基づいて、サービス機能を含む教育研究の質の向上を目指す改善

や再編・拡充を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、全国共同利用施設、学内共同教育研究施設等の改善・

再編・拡充計画を順次実施する。改善の試行等において問題があれば、必要に応じて見直しを

行う。 

 

111・本学全体としての教育研究機能強化のために、特化された目的を持って設置された、学内
共同教育研究施設等について、中期計画期間中の適切な時期に学外の専門家を加えた評価等の

結果を参考に、再編・拡充を図る。 
平成１８年度は、評価結果に基づいて、再編・拡充の具体的計画の企画立案等を順次行う。 

 
112・研究者個人による国際的活動と合わせて、組織的に国内外との共同研究の促進を図るため、
本学の海外拠点としてリエゾンオフィスを整備し、学術協定締結機関との研究情報交換、共同

研究の相互提案等の交流活動を積極的に推進する。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、リエゾンオフィス環境、研究情報交換システムの整備、

共同研究の促進を図るとともに、米国にリエゾンオフィスとして米国代表事務所を新設する。 

 
113・国内外の共同研究を促進するために、公的機関や財団等による研究公募情報の学内への周
知と、研究者個人による学術団体等における学術交流活動の推進と合わせて、全国の研究所・

施設・センター等の活用を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、研究公募情報等の利用、学外との共同研究の推進等を

順次実施する。試行等において問題があれば、必要に応じて見直しを行う。 

 

○研究者データベース活用による研究活力の向上に関する具体的方策 

114・教育研究組織別、専門分野別に検索できるように、全研究者の研究成果を一元化した研究
者データベースを整備・拡充する。 
平成１８年度は、使用者からのフィードバックに関する分析結果を反映させて、より使いや

すい研究者データベースの構築を継続的に推進する。運用上の問題点があれば、必要に応じて

見直しを行う。 

 

115・領域横断的分野を含め質の高い研究の推進のため、研究者データベースシステムと、学際
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科学国際高等研究センター、未来科学技術共同研究センター、その他の学内共同教育研究施設

の活用に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、各学内共同教育研究施設の位置付け・役割を明確にし

つつ、研究及び研究者情報の提供及び領域横断的な研究を、順次実施する。 

 

116・研究推進・知的財産本部等が共同プロジェクトを企画する等により全学の戦略的研究体制
の充実を図るため、研究者データベースを活用する。 

平成１８年度は、研究推進・知的財産本部等の共同プロジェクト企画に、研究者データベー

スを積極的に使用するとともに、より使いやすい研究者データベースの構築を継続的に推進す

る。使用において問題があれば、必要に応じて見直しを行う。 

 

117・研究者の自己研鑚を図るため、研究者データベースの中で公開に支障のない部分を、研究
者の研究情報として社会に公開し、積極的に評価・支援を受ける。 
平成１８年度は、個人情報保護法の下で研究者の研究情報を社会に本格的に公開し、評価・

支援を受けるとともに、使用者からのフィードバックを反映させて、より使いやすい研究者デ

ータベースの構築を継続的に推進する。使用において問題があれば、必要に応じて見直しを行

う。 
 

○学内共同教育研究施設等の研究実施体制等に関する特記事項 

118・全国共同利用施設を含む学内共同教育研究施設等は、本学の教育研究活動の強化・発展に
資するため、「教育基盤施設群」及び「学術基盤施設群」に大別し、それぞれについて一体的

な運営体制の充実を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、それぞれの基盤施設群の役割・機能を整備するととも

に、順次一体的な運営を実施する。 
 

119・２１世紀ＣＯＥプログラム終了後の研究組織として、国際高等研究教育拠点（仮称）を設
置して国際拠点の継続的発展を支援する。 
平成１８年度は、平成１４年度開始の２１世紀ＣＯＥプログラムの最終年度に合わせて、国

際高等研究教育機構（仮称）の活動を順次開始し、整備を図る。 
 

120・柔軟で効率的な教育研究体制の充実のため、学内外の教育研究環境の変化、社会の要請、
評価等に基づいて、施設の新設・再編や拡充に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、柔軟で効率的な教育研究体制の新設・再編・拡充等を、

順次実施する。 

 
３ その他の目標を達成するための措置 

 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

 

○地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

121・公開講座、公開シンポジウム、オープンキャンパス等を通して、地域住民との相互理解に
基づく文化的な交流を図るとともに、本学の教育研究活動の公開を積極的に推進する。 
平成１８年度は、参加者からの要望等の調査・分析結果を反映させて、社会との連携のため

の公開講座、シンポジウム、オープンキャンパス等の内容の継続的な拡充を図る。また、必要

に応じて、全学的な調整を行う。 

 

122・図書館・総合学術博物館等やインターネット・情報メディアを活用して、本学が保有する
学術資料や研究成果等を広く社会に公開するとともに、小・中・高校生を対象とする総合学習、
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体験学習、出前授業及び社会人を対象とした生涯学習等の支援に努める。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、学内資料の一般公開を実施するとともに、必要に応じ

て参加者からの要望等を調査・分析し、実施内容への反映を検討する。 

 

123・企業研究者等を対象とする専門分野の有料短期セミナー等を開催して、社会人の能力向上
を支援する。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、有料開放セミナー等を順次実施するとともに、必要に

応じて参加者からの要望等を調査・分析し、実施内容への反映を検討する。 

 

○産学官連携の推進に関する具体的方策 

124・研究成果の社会への還元を図るため、技術移転機関への出資を検討し、その活用に必要な
措置をとる。 
平成１８年度は、出資の可能性について、ＴＬＯの技術移転状況及び財務内容等を検討し、

必要な準備を行う。 
 

125・社会貢献の効果的な推進を図るため、民間企業・地方公共団体・政府等組織との連携のた
めの仕組みを整備する。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、社会貢献策を順次実施する。 
 

126・研究推進・知的財産本部を中心として、産学連携促進計画の立案や研究情報等の公開を推
進するとともに、未来科学技術共同研究センターと連携して、新技術開発・技術移転等の支援

を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、産学連携促進計画及び技術開発・技術移転支援計画を

順次実施する。 
 

127・教員の研究成果の事業化を推進するため、教員・技術職員のキャリアアップを含め専門的
なコーディネーターを配置する等の支援策の充実を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、研究成果の事業化促進を図る支援策について、順次実

施する。 

 

128・地域を含む学内外との連携により、産業化支援体制、実用化研究・企業化支援体制の充実
を図る。 
平成１８年度は、準備状況に応じて、地域を含む学内外の連携による実用化研究等への支援

策について、順次実施する。 
 

○地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策 

129・地域の公私立大学等との単位互換制度を活用し、ISTU の利用促進、特殊な講義の共有化や
分担の推進を図る。 
平成１８年度は、必要に応じて、単位互換ネットワークの利用、ISTU の利用、講義の共有
化の状況等を点検し、在仙大学間における講義の共有化促進を図る。 

 

○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

130・本学が大学間交流協定等を締結している国外の高等教育研究機関等との研究者・学生の交
換、本学の海外フォーラムの開催、英語版ホームページを充実させて本学の研究教育活動を紹

介することにより、優秀な研究者・学生の本学への受け入れを促進するとともに、国際研究協

力を一層推進する。 
平成１８年度は、留学生交流・国際研究協力等について積極的に推進し、必要に応じ見直し

を行う。 
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131・本学に在籍する研究者・学生の国際交流を積極的に進めるため、国際交流に関するデータ
ベースの構築・活用、相互リエゾンオフィスの活用、支援体制の充実等を図る。 
平成１８年度は、利用状況データ、広報促進データを分析し、今後の国際交流活動に反映さ

せる。 
 
132・英語による授業・学位取得課程の増設、国外の大学との単位互換の制度化、ISTU 等の情
報メディア・インターネットを活用した国外の高等教育研究機関との共通講義の開設や共同研

究指導の推進を図る。 
平成１８年度は、国際的な単位の互換、講義の共有化等の状況を分析・評価するとともに、

必要に応じ見直しを行う。 
 
○国際交流を推進するための組織の整備に関する具体的方策 
133・国際交流に関する全学的な企画審議会を設けて、本学の国際交流の目標の明確化・見直し、
目標を実現するための戦略の立案を恒常的に行う。 
平成１８年度は、戦略を効果的に機能させ、国際交流の目標を実現する。必要に応じ戦略の

見直しを行う。 
 

134・従来留学生支援を主任務としてきた留学生センターを発展させて、本学の国際交流全般を
推進・支援するセンターに再編・整備する。 
平成１８年度は、留学生交流データの分析結果に基づき、センター機能の拡充等を検討する。 

 
135・国際研究協力支援と留学生支援の事務組織を一元化し、国際交流をより総合的・効率的に
推進するとともに、国際交流を支援する高度の識見・能力を有する要員の国内外からの任用に

努める。 
平成１８年度は、分析結果等を基に、より効果的な人材活用の指針を策定し、実施する。ま

た、必要に応じて見直しを行う。 
 
（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 

 

○医療サービスの向上や経営の効率化に関する具体的方策 

136・医療サービスの向上を維持しつつ、経営の効率化と自己収入の確保に努める。 
平成１８年度は、ホスピタル・モール（院内店舗・レストラン等）を整備・充実し、クリニ

カル・パスの作成の実施率を前年度より増加させる。また、前年度以上の経費削減及び収入増

の方策について調査・検討し実行する。外来患者数の増加、在院日数の短縮・病床稼働率を向

上し収入増を図るため、化学療法センターを設置するとともに、外来及び病棟の再編を行う。 

 

137・地域医療機関との連携推進等により、地域に開かれた病院作りを目指すため、メディカル
IT センターを活用して医療管理情報の効率化に努める。 
平成１８年度は、地域医療連携センターを中心に地域医療機関との連携を前年度以上に推進

する。地域医療連携センターの機能を高める為に組織を病院長直下に配置する一方、病院内の

関連部署との統合、職員の配置見直し、ＭＳＷ（医療ソーシャルワーカー）等の増員を図り、

機能しやすい環境に改善する。また、メディカル IT センターを中心に医療管理情報の効率化
を前年度以上に実施する。 

 

○良質な医療人養成の具体的方策 

138・各種臨床実習・講義等の充実や教育研究施設の充実を図り、指導的臨床研究者養成に努め
る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、臨床実習・講



 17

義等の充実、教育研究施設の充実について実施する。 

 
139・指導的医療人養成のために、臨床研修必修化に対応した教育体制の整備に努める。 
平成１８年度は、臨床研修必修化に対応した教育体制の検討結果を公表する。 

 

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策 

140・特定の部局に附属しない大学病院は、医薬・生命、材料、情報分野の最新の研究成果の臨
床研究への円滑な移行促進のため、関連研究科、研究所、先進医工学研究機構と連携・協力し

て、高度先進医療センター（仮称）を設置する。 
平成１８年度は、高度先進医療センター（仮称）を設置し、数件程度の学際的研究開発プロ

グラムをスタートさせる。 

 

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策 

141・大学病院の機能に配慮しつつ、一部の医療業務等の外部委託、医療従事者等の適切な配置
等により、経費削減及び収入増加につながる方策を推進する。 
平成１８年度は、１６年度・１７年度よりも一段と厳しい経営改善の必要性を十分考慮しつ

つ、新東病棟完成に伴う適正な人員配置の策定を行い、経費削減及び増収策立案を含めた病院

業務見直しを積極的に進める。 

 
142・病院機能の向上を図るため、管理運営・教育・研究・診療を担う教員の職務分担の検討及
び職員の業績評価体制の整備を推進しつつ、職員の能力向上に努める。 
平成１８年度は、教員の適切な職務分担及び業績評価体制に関する検討結果を公表し、効率

的な職務分担の割当てと適正な業績評価が実施可能な体制を整備する。 
 

○医の倫理の確立・安全管理に関する具体的方策 

143・教育・研究・診療の各分野における医療倫理の確立のため、倫理委員会の適切な活用に努
める。 
平成１８年度は、各種講演会の開催件数を前年度に比べ増加し、実施する。 

 

144・医療の安全と質の向上に資するため、医療安全推進室及びリスクマネージャー等を中心に
医療事故防止体制を一層強化し、安全管理を実践する。 
平成１８年度は、専任リスクマネージャーが行う院内巡回数を前年度に比べ増加させるとと

もに、必要に応じて診療科等の要望等を調査して、内容等を協議・調整し、標準化を図る。ま

た、医療安全管理に関するゼミ等の開講数を前年度に比べ増加させるとともに、必要に応じて

受講生の要望等を調査して、内容等を調整する。 

 
 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

 
○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 
145・国立大学法人法の主旨に沿って、大学で実施する教育研究業務について、公正で透明、的
確かつ機動的なリーダーシップを総長が発揮できるようにするため、中期目標・中期計画の策

定及び執行に責任を持って担当可能な任期を、移行期間を設けつつ、適切に設定する。 
平成１８年度は、（年度計画予定なし） 

 
146・異なる学術分野の特性に考慮しつつ、全学的な視点に立つ教育研究の企画立案・執行につ
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いて総長を補佐するため、総務、教育、研究等を担当する理事を配置する。 
平成１８年度は、役割分担等について必要があれば修正等を行う。 

 

○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策 
147・膨大で複雑多岐にわたる大学運営に責任を負う総長を、各理事が担当業務を迅速かつ着実
に遂行して支えるため、担当理事の下に「企画立案」あるいは「情報収集・分析」業務等を担

う体制を整備する。 
平成１８年度は、必要に応じて、各室の業務の評価、組織の見直しを行う。 

 
148・法人運営の円滑化のため、部局長から成る協議・調整機関を置く。 
平成１８年度は、（年度計画予定なし） 

 

149・全学的な課題について、機動的・専門的な対応を図るため、総長のリーダーシップの下に、
必要に応じて各種の委員会を設ける。 
平成１８年度は、委員会の見直しを行い、必要があれば改編する。 
 

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策 
150・各部局は、各教育研究分野の特性等に配慮した機動的・戦略的な運営体制を構築する。 
平成１８年度は、運営体制の見直しを行い、必要があれば再構築する。 

 
151・部局長がリーダーシップを発揮できるように、部局長の補佐体制の充実を図る。 
平成１８年度は、部局長の補佐体制について必要に応じて見直しを行い充実を図る。 

 
152・各部局では、教員の管理運営業務の負担軽減を最大限に達成するため、教員間あるいは教
員とその他の職員間の適切な役割分担をすることによって、効果的・効率的運営体制の実現に

努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行い、適切な役割分担の

充実を図る。 
 

○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策 
153・法人の組織運営を効果的・機動的に行うため、理事（副総長）等を担当責任者として、「評
価分析室」等の「室」制度を設ける。 
平成１８年度は、各室の業務の評価と必要に応じた組織の見直しを行う。 

 

154・各室には、所管事項に応じて教員、職員（事務職員及び技術職員等）を適宜配置し、それ
ぞれの専門性を活用して業務を遂行する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行い、各室の業務体制の

充実を図る。 
 

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策 
155・総長のリーダーシップによる柔軟で機動的な法人運営を実現するため、運営費交付金の一
定割合を中央枠として留保する仕組みを確立する。 
平成１８年度は、必要に応じて、配分ルールの見直しを行う。 

 

156・研究実施体制の機動性確保のため、教職員ポストの戦略的配置の方針を策定する。 
平成１８年度は、必要に応じて、配分方針の見直しを行う。 

 

○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策 
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157・法人運営に不可欠な安全管理、情報システム管理等の業務を効率的・効果的に行うため、
学外の有識者・専門家を必要に応じて積極的に常勤又は非常勤の職員として登用する。 
平成１８年度は、法人運営上必要とする専門家の登用を推進する。 

 

○内部監査機能の充実に関する具体的方策 
158・適切な人事・会計運用の実現を図るため、学内に、「監査室」を設置する。学外の有識者・
専門家と協力して全学の業務等の円滑・効率的な遂行に関する実態を点検評価し、必要な改善

等の助言・勧告を行う体制の充実を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行い、監査手法等を改善

し、監査体制の充実を図る。 
 

159・適切な内部監査の実施と、その結果を受けて実効性ある改善に努めるため、監査業務に従
事する職員の専門性向上のための研修を実施する。 
平成１８年度は、職員の専門性向上のため引き続き専門家による専門研修を実施する。 

 

○国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策 
160・仙台地区、さらには東北地区の国立大学法人間で、各法人の特徴を最大限活用しつつ連携
協力して、共同の教員、事務職員の研修等を実施するとともに、合同会議等を開催して情報交

換等を行うことにより大学運営への効果的な活用を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行い、研修の内容、国立

大学間の連携・協力体制を整備・充実する。 
 

161・東北地区の国立大学法人間において情報化推進のため連携協力を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行い、東北地区連絡校と

して他大学との連携協力を整備・充実する。 
 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 

○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策 
162・各学術領域の英知を継承するという役割を着実に果たしつつ、学術の動向や社会の要請等
に迅速に対応する仕組みの整備に努める。具体的には、学際科学国際高等研究センター、未来

科学技術共同研究センター等を活用して、一定期間、特定のプログラムに学内外の人材を結集

し学内の各部局が緊密に連携してサポートする制度を核として、必要と判断されるプログラム

や組織の立ち上げを柔軟かつ機動的に実施する施策を推進する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、特定プログラム・施策制

度を充実する。 
 
○教育研究組織の見直しの方向性 
163・総合大学として、幅広い人文社会科学領域の継承・展開と科学技術の飛躍的発展との調和
を基本とするとともに、「教育」と「研究」のそれぞれの特性を尊重し、評価に基づいて大学

院組織・研究所組織等の再編や拡充を図る。 
平成１８年度は、新たな組織の整備に必要な準備等が整った計画について、順次整備に努め

る。 
 

164・学際分野を含む新しい学問分野あるいは産業分野に対応できる研究者・技術者の教育と養
成を目指し、新たな大学院設置に向けた組織を、研究所等の連携を基盤に検討し、整備に努め

る。 
平成１８年度は、新大学院組織について、設置に必要な準備等が整った組織から順次整備に
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努める。 

 

165・教職員の定年・雇用制度の在り方等を総合的に検討し、教育研究の充実、その支援体制の
高度化と経費削減を可能とする柔軟で機動的な施策等の策定を進める。 
平成１８年度は、「６５歳までの継続雇用システム」に基づき、必要な準備等が整った事項

について順次実施するとともに、必要に応じて見直しを行う。また、教員の定年の取扱いにつ

いて検討する。 
 
166・平成１６年度から法学研究科に総合法制専攻（法科大学院）及び公共法政策専攻（専門職
大学院）を、歯学研究科に歯科学専攻修士課程を設置し、それぞれ「法務博士（専門職）」、

「公共法政策修士（専門職）」及び「修士（口腔科学）」を授与する。 

平成１７年度から経済学研究科に会計専門職専攻（専門職大学院）を設置し、「会計修士（専

門職）」を授与する。 

平成１８年度は、（年度計画なし）。 

 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

 

○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 
167・目に見える形で成果が現れるのに一定の時間を要する「教育研究」の特性を十分考慮した
人事評価システムの整備に努める。 
平成１８年度は、評価システムの構築を行い、準備等が整った事項について順次実施し、必

要に応じて見直しを行う。 
 

168・大学の機能強化に寄与すると判断できる客観的なインセンティブ付与基準（競争的資金の
交付状況、受賞歴等の客観的評価等）に基づき、教育・研究成果の適切な給与等への反映を推

進する。 
平成１８年度は、インセンティブ付与基準を策定し、準備が整った事項について順次実施し、

必要に応じて見直しを行う。 
 

169・客観的で納得性のある事務系職員の評価システムを整備し、評価結果を人事配置の適正化、
適切な給与等への反映に供する。 
平成１８年度は、基本方針に基づき人事評価システムの構築を行い、準備が整った事項につ

いて順次試行し、必要に応じて見直しを行う。 
 

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 
170・学問分野の特性等を考慮しつつ、学際科学国際高等研究センター等の学内共同教育研究施
設を活用し、一定期間、特定のプログラムに専念することを全学的にサポートする制度を核と

して、教員が独創的な教育研究に従事できる仕組みの充実を図る。特に若手教員が世界を先導

する画期的な教育研究活動に専念できる体制整備に努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、特定プログラム・施策制

度を充実する。 
 

171・教員数等について、配置定員等の一定の学内基準の下で運用するが固定化せず、学問分野
の特性に配慮しつつ、各部局の責任で、すべての職種について、新たな発展領域等への人的資

源の戦略的な配置・活用ができる仕組みの充実を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、各部局における人的資源

の戦略的な配置・活用策を充実する。 
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172・専門性の高い国際交流、病院管理、法的な問題解決等の役割が特化されたポストについて
は、当該ポストに必要な能力を有する人材の選考採用を行う等の弾力化を図る。 
平成１８年度は、必要に応じて選考採用を実施する。 

 

173・教育研究体制の効果的・効率的な運営のため、管理運営・教育・研究を行う教員の職務区
分を緩やかに分化させる工夫を図る。 
平成１８年度は、適切な職務区分について検討結果を踏まえ、準備ができたものから実施す

る。 
 

○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策 
174・学問分野の特性を考慮しつつ検討を進め、テニュア制の導入、教員公募の制度化、任期制
教員数の拡大等を考慮した新制度への適切な移行を図る。 
平成１８年度は、基本方針に基づきテニュア制度の策定を行うとともに、新制度導入を決め

た部局について実施する。 
 

175・教員選考過程を積極的に開示することにより、教員人事の透明性の確保に努める。 
平成１８年度は、教員選考過程公表基準に基づき、公表する。 

 

176・任期制教員には、生涯賃金等において任期を付さない教員との間に著しい差が出ないよう
に配慮するとともに、年俸制の積極的導入や、管理運営業務への一層の負担軽減を図る。 
平成１８年度は、年俸制の積極的導入、管理運営業務への負担軽減を実施する。 

 

177・産学官連携等の推進のため、兼業については弾力的に扱う。また、必要に応じて勤務時間
等の運用緩和を図る。 
平成１８年度は、必要に応じて見直して兼業を弾力的に扱うとともに、引き続き教員の裁量

労働制を実施する。 
 

178・公募制等の原則に基づく教員採用活動を積極的に進め、性別、国籍、出身校、宗教等を問
わず開かれた採用制度の下で優れた教育研究者の選考採用を行う。 
平成１８年度は、基本方針等に基づいて公募情報のホームページ等への掲載を実施する。 
 

179・教員の任期制等を適切に運用することによって、特に先端的・学際的領域や期限付きプロ
ジェクト等にふさわしい人材の機動的採用を図る。 
平成１８年度は、基本方針等に基づいて先端的・学際的領域や期限付きプロジェクト等へ積

極的に任期制を実施する。 
 

○外国人・女性等の教職員採用の促進に関する具体的方策 
180・教育研究に従事するにふさわしい能力を有する外国人の採用を積極的に行うとともに、英
語で業務処理ができる人材を配置する。併せて、単身・世帯用宿舎等、生活基盤の整備を含め

た教育研究支援体制の整備に努める。 
平成１８年度は、外国人教員の積極的な採用と英語学力のある職員の配置を進める。また、

外国人教員用宿舎の確保に努める。 
 

181・女性教員数の増員について積極的に取り組むとともに、社会的・文化的につくられた性差
からの解放の問題解決等に努める。ただし、女性教員人材数に限界がある学術領域においては、

単純な数確保につながらないよう慎重な配慮に努める。 
平成１８年度は、基本方針等に基づいて女性教員を積極的に採用する。 
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182・職員等の男女の比率を改善し、男女共同参画体制の早期実現のため、任用において、応募
者の研究・教育上の能力等を公正に評価するように努める。 
平成１８年度は、基本方針等に基づいて各部局は女性職員の採用・昇進・昇格を図る。 

 

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策 
183・職員の採用については、国家公務員採用Ⅱ種試験と同程度の試験を課し、当該試験の合格
者の中から本学職員として真に適格と認められる者を選考する。また、国際化対応等のため

TOEIC 試験成績等の語学力についても選考指標の 1 つに加える。 
平成１８年度は、TOEIC 試験成績等を含む選考基準に基づき試験の実施と採用を行う。 

 
184・研修制度と効果的な人事配置の連携により、短期的には中期目標達成のため、長期的には
法人の人的基盤を確固たるものとするため、計画的なキャリア養成システムを構築する。 
平成１８年度は、能力開発システムの基本方針に基づき、研修等の充実を図るとともに、キ

ャリア養成システムを含めた新たな人事システムの策定を進める。 
 

185・人事交流により得られる人材の育成、組織の活性化等の効果を一層高めるよう配慮しつつ、
他の国立大学法人、国立高等専門学校機構、文部科学省及び地方公共団体等との間で必要に応

じて人事交流を行う。 
平成１８年度は、人事交流計画に基づき実施する。 

 

186・教育研究の技術的業務を直接的に担うことで教員を支援する技術職員の高度職業人として
の育成を図る。 
平成１８年度は、必要に応じて技術職員の高度技術研修の内容の見直しを行い充実を図る。 

 

187・教職員の厚生支援体制の整備を図るとともに、業務の高度化に対応するため、国内外機関
等での研修制度の充実に努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、事務職員等の

国内外機関等での研修制度を整備する。 
 

○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策 
188・教職員の業績及び能力の評価を適切に反映できる給与制度を構築するとともに、各部局等
に配置可能な教職員の上限数、総人件費の運用枠を設定し、適切な人件費の管理に努める。 
平成１８年度は、教職員の評価を反映した給与制度の基本方針及び「活力に富んだ競争力の

ある大学づくりに向けた人事給与施策」を策定し、準備の整った事項から順次実施する。また、

各部局配置職員数・人件費総枠を必要に応じて見直しを行いつつ、適切な人員・人件費管理を

行う。 
 

189・人件費の有効かつ適切な支出を行えるようにするため、教員の教育負担・教育活動を適切
に評価し、それに応じた給与体系の構築を図る。その一環として、大学院教員に一律に支給さ

れている大学院手当の見直しを行う。 
平成１８年度は、基本方針に基づき、必要な見直しを行いつつ、教員の教育負担・教育活動

の評価に応じた給与体系を整備し、実施する。 
 
189-2・総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。 
平成１８年度は、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示

された総人件費改革の実行計画を踏まえ、総人件費改革の基準となる人件費予算相当額を概ね

１％削減する。 
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４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

 

○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策 
190・組織面と法的整備・情報セキュリティを含めた総合的な検討に基づいて、個別に稼働して
いる事務用業務システムから全学統合情報管理システムへの移行を推進する。 
平成１８年度は、全学統合情報管理システムの開発・試験運用を行い、平成１９年度本格稼

働に向けての準備を進める。 
 

191・窓口業務の効率化・予算執行の迅速化・学生サービスの向上を図るため、全学統合情報管
理システムに人事・予算・会計・研究情報・学務等の各システムを順次組み込むことを推進す

る。 
平成１８年度は、新運用管理体制の下で、全学統合情報管理システムの開発・試験運用を行

い、平成１９年度本格稼働に向けての準備を進める。 
 

192・効率化・合理化を推進するため、特定の事務業務については、必要に応じて全学的に集約
化あるいはアウトソーシングを行う。 
平成１８年度は、必要に応じて見直しを行いつつ、更に事務業務の集約化・アウトソーシン

グを実施して、事務業務の効率化・合理化を推進する。 
 

193・会議等に係る事務の効率化・合理化を図るために、総長あるいは各部局長のリーダーシッ
プを基本とする運営体制の確立に合わせて、会議や委員会の整理・統廃合に努める。 
平成１８年度は、必要に応じて見直し、会議等に係る事務の効率化・合理化を推進する。 

 

○複数大学による共同業務処理に関する具体的方策 
194・地域の複数大学等と協議し、物品・サービス購入の一本化による効率化・合理化について
推進する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、共同購入等の実

施による事務の効率化・合理化を推進する。 
 

195・職員等の資質向上のための専門研修を他大学と共同して実施する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、研修を実施す

る。 

 

○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策 
196・授業料納入、給与支給業務等については、銀行等への業務委託を始め、学生寄宿舎、留学
生会館等の管理業務、駐車場・警備・病院サプライ等のアウトソーシングを積極的に図る。な

お、アウトソーシングの導入に際しては、大学の機能強化を前提に、費用対効果の観点から総

合的に考慮する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、更に業務の集

約化・アウトソーシングを実施して、事務業務の効率化・合理化を推進する。 
 

197・教員の負担軽減の観点から、国際交流関連事務業務等に関して、必要な専門性を有する人
材の配置を図るとともに、適切なアウトソーシングに努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、更に国際交流

関連事務業務等への専門職員の配置、アウトソーシングを実施して、国際交流関連事務業務に

関わる教員の負担軽減等を推進する。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 

○科学研究費補助金、奨学寄附金、共同研究、受託研究等外部資金獲得に関する具体的方策 
198・研究推進室を中心に、戦略的研究プログラムの企画・立案を行う。 
平成１８年度は、研究担当理事の下、戦略的研究プログラムを獲得するための方策の充実を

図る。 
 

199・外部資金獲得増のため、教員や研究グループのプロジェクト研究申請に対する支援を行う。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、プロジェクト研究申請に

対する支援体制を充実する。 
 

200・得られた外部資金のオーバーヘッドの一部を活用し、総長のリーダーシップに基づいて、
更なる戦略的な資金獲得、大学としての重点基礎研究、若手研究者の萌芽研究等の具体的な支

援に活用する。 
平成１８年度は、必要に応じて配分方針を見直し、戦略的・重点的に配分する。 

 

201・民間企業との共同研究、受託研究等社会の要請する研究を、公正なルールと契約に基づい
て積極的に受け入れ、産業側のニーズに的確に応えつつ外部資金確保を進める。 
平成１８年度は、民間企業との共同研究、受託研究等の受入について情報収集し、積極的に

受け入れる。 
 

○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策 
202・本学の研究成果に基づく特許収入、技術移転機関等を通したベンチャー企業育成等による
収入増に努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、知財本部が特

許を管理し、企業に特許を実施させるとともに、東北テクノアーチとの連携によりベンチャー

企業育成等を推進する。 
 

203・企業研究者等社会人を対象とした専門分野の有料短期研修セミナー開催等、収益源の多様
化を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、有料短期研修

セミナー等の開催を推進する。 
 

204・病院事業に関しては、高度医療実施機関であると同時に教育研究機関であることを十分に
考慮した上で、収入と支出のバランスの確保に努める。 
平成１８年度は、経営戦略企画室会議においては、各診療科･各部から提出された１８年度

事業計画に基づきヒアリングを行い、経費削減及び増収策を調査･検討し、可能な事案から速

やかに実施する。 
 

205・大学で蓄積してきた独自の技術・計測サービス機能等を集約化した「テクニカルサポート
センター（仮称）」を設け、そのサービスを社会に提供することなどによって、事業収入の増

加に努める。 
平成１８年度は、高等研究教育基盤技術センターを設置し、必要に応じて基本方針の見直し

を行う。 
 

206・入学検定料、入学金、授業料等に関しては、国立大学の役割を踏まえつつ適正な金額の設
定に努める。 
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平成１８年度は、標準額を参考に授業料等の学生納付金の額を検討し、設定する。 
 

○寄附収入の増大に関する具体的方策 
207・大学事業の公共性、公益性、母校の振興を通じた社会貢献等に期待する民間企業、卒業生
等からの寄附に対する受け入れシステムと窓口を整備し、継続的に寄付を募り、大学基金の整

備を図る。 
平成１８年度は、民間企業、卒業生等からの寄附の募集、受入増の実現に継続的に努める。 

 
２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 

○管理的経費の抑制に関する具体的方策 
208・教育研究における大学の役割、社会に対する大学の使命等の視点から、既存組織の管理運
営体制等について、必要に応じた再編・集約化等により、管理的経費の削減に努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、管理的経費の

削減に努める。 

 

209・管理経費の抑制を図るため、会議を抜本的に見直し、真に必要な会議についても、合理的
な開催方法の徹底に努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、前年度以上に会議等に係

る管理的経費の抑制を推進する。 
 

210・節水、廃棄物の発生抑制、リサイクル、電力消費の抑制、省エネルギー対策等を徹底し、
実施する。 
平成１８年度は、引き続き省エネルギー対策等の改善を推進し、各部局と連携・協力して光

熱水費削減の検討を行う。また、新キャンパスにおけるエネルギー方式の検討を行う。 
 

211・学内共通の全学統合情報管理システムを整備し、学務等の窓口業務を含め学内業務に係る
管理的経費の抑制を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、管理的経費の抑制を推進

する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

 

○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策 
212・全学的な視点に立って資産の運用管理に関連する委員会及び事務体制を再構築し、施設マ
ネジメントの導入等に対応する体制を整備する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直し、施設マネジメントを充実

する。 
 

213・部局単位のスペース配分から全学的な統一基準による戦略的かつ効果的なスペース利用へ
の転換を図るため、施設のデータベース化及び点検評価による弾力的なスペース配分システム

を構築する。また、レンタル制による共同利用スペースの確保に努め、萌芽的研究に対する支

援を機動的に行う。 
平成１８年度は、施設のデータベース化を継続的に実施するとともに、共同利用スペースの

レンタル制の拡大を図る。 
 

214・大学の施設（会議室、講義室、駐車場等）を教育研究に支障のない範囲で広く一般市民の
利用に供し、資産の効率的運用を図る。 
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平成１８年度は、基本方針に基づいて、教育研究に支障のない範囲で順次開放する。 
 

215・大型設備等の利用・整備については、全学的な視点による利用者負担制度・全学的支援制
度を含む管理運営システムの構築を図る。 

平成１８年度は、研究教育基盤技術センターを設置し、全学的な視点での大型設備等の利

用・整備とその管理運営について基本方針に基づき実施する。 
 

216・資産の有効な運用を図るため施設の維持管理について、運営費交付金及び各種の学内経費
等の多様な財源等を活用して必要な経費を確保するとともに、効率的な配分システムを構築す

る。 
平成１８年度は、効率的な配分システムを実施し必要に応じて見直し、充実を図る。 

 

217・施設設備の機能保全・維持管理に関し、インフラ設備の更新・改修等の整備計画を策定し、
その実現に努める。 
平成１８年度は、吹き付けアスベスト使用実態調査に基づいて、アスベスト対策工事を実施、

学内アスベスト根絶に向けた努力をする。さらには、インフラ設備関係の長期保全計画を段階

的に作成、今後それを継続、推進する。 
 

218・ソフトウェアや特許等の無形固定資産及び金融資産を一元管理する体制を確立する。 
平成１８年度は、引き続き資産の一元管理を実施し、必要に応じ見直しを図る。 

 

219・外部の専門家の意見を取り入れつつ、これらの資産の有効活用を図るとともに適切なリス
ク管理体制を整備する。なお、管理等は、適切な民間企業等に委託し、適切かつ合理的な運営

に努める。 
平成１８年度は、昨年度に引き続き現地調査を行った屋外環境、建物外周部についてデータ

整理を実施する。また、アドバイザー・専門家の意見を取り入れ、付保する保険の見直しを図

る。 
 

220・図書館、総合学術博物館等の一般公開を拡大・促進するとともに、図書館等で所蔵する貴
重な資料等の計画的な複製出版によって、資産の効率的運用を図る。また、公開にふさわしい

広報、閲覧、セキュリティシステム等の体制及び施設の整備に努める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要な見直しを行いつつ、施策の推進に努める。 
 
 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

 

○自己点検・評価の改善に関する具体的方策 
221・本学全体の教育研究・管理運営等の充実に努め、学内外の有識者等の意見・助言等のみで
なく、公認会計士等による財務内容や管理運営に関する外部監査を受け、その結果を公開する。 
平成１８年度は、公認会計士等による財務内容や管理運営に関する外部監査を受け、その結

果を公表（次年度）する。 
222・部局ごとの自己点検・評価は、中期目標・中期計画期間内に行われる関係機関等による全
学や部局の外部評価等との整合性をとって、効率的に実施する。 
平成１８年度は、自己点検評価計画に基づき、実施する。 
 

223・教育研究に関する個人及び部局の評価データ・情報の基準化・データベース化を図る。 
平成１８年度は、前年度の個人、部局、全学のデータを入力・整備する。 
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224・評価結果は、インターネットで公開するとともに、継続的な改善に資するため自己点検評
価の過程で活用する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要な見直しを行いつつ、基本方針等に基づい

て公開する。 
 

○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 
225・全学的に統一管理を実現した個人及び部局の評価データベースについては、教員・部局ご
とに整理・集計を行い、その結果は自己評価報告書として一般公開する。中期目標・中期計画

等についても、データベース化し、一般公開する。 
平成１８年度は、ホームページに公開する。 

 
226・評価結果のフィードバック体制を充実し、教員への資金重点配分等のインセンティブ付与
制度の確立を図る。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行い、インセンティブ付

与制度を実施する。 
 
２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

 

○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策 
227・役員会、経営協議会、教育研究評議会等の議事要録については、原則として一般公開し、
大学運営の透明性を確保する。 
平成１８年度は、役員会、経営協議会、教育研究評議会等の議事要録をホームページ等に公

開する。 
 

228・本学の優れた教育研究活動とその成果をデータベース化して、社会が容易に認識できるよ
うにするため、地域社会及びマスメディアの協力も得て、本学の「ブランドイメージ」と広報

コンセプトを確立し、国内外で戦略的広報活動を積極的に展開する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要な見直しを行い、広報コンセプトに基づく

広報活動を実施し、ブランドイメージを検証する。 
 

229・大学の教育研究活動や学内の文化的資源の、一般市民への公開を進める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要な見直しを行いつつ、可能なものから順次

一般市民への公開を推進する。 
 

230・本学の歴史を整理するとともに、オープンキャンパスを積極的に企画・実施し、一般市民
への公開を進める。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要な見直しを行いつつ、オープンキャンパス

を積極的に企画・実施する。 
 

231・英語等外国語による広報メディアを充実するとともに、国外での研究フォーラムや留学フ
ェア等を開催し、本学の教育研究活動を国際的に紹介する。 
平成１８年度は、これまでの取組みについて必要に応じて見直しを行いつつ、外国語ホーム

ページの作成及び国外での研究フォーラムや留学フェアを積極的に実施する。 
 

232・受験生、保護者、高校、本学卒業生及び後援会等に対する大学情報の積極的な広報活動を
推進する。 
平成１８年度は、前年度に引き続き、広報活動の方針に基づき、実施する。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置  
 

○施設等の整備に関する具体的方策 
233・本学のキャンパス将来構想に基づき、教育研究機能の強化、将来的な発展、地域社会との
連携に資するキャンパス計画に関する基本的な考え方を策定する。 
平成１８年度は、キャンパス計画に関する基本的な考え方としてキャンパス整備大綱（仮称）

の策定について、新体制の下、引き続き検討する。 

 

234・主要キャンパスを片平地区、星陵地区、青葉山・川内地区の３ヵ所に再編するとともに、
青葉山キャンパスに隣接する新たなキャンパスを取得・整備するために、具体的なキャンパス

整備計画を策定し、その実現に努める。 
平成１８年度は、新キャンパス用地を取得するとともに、新キャンパス整備の着手に向けて、

引き続き環境影響評価の実施、敷地造成・建物の基本設計等並びに関係機関との協議を行う。 
 

235・学都仙台にふさわしい最先端の教育研究拠点として、歴史的建築物や緑地保全にも配慮し
た地域連携型のキャンパスづくりを進める。郊外に位置するキャンパスは、既存の自然環境に

配慮した「自然共生型」として位置付け、市街地に位置するキャンパスは、都市とのかかわり

に配慮した「都市公園型」を基本として整備する。 
平成１８年度は、引き続き片平キャンパスの整備を実施する。青葉山新キャンパスについて

は、キャンパス用地を取得するとともに新キャンパス整備の着手に向けて、引き続き環境影響

評価の実施、敷地造成・建物の基本設計等並びに関係機関との協議を行う。 
 

236・施設整備に関する国のグランドデザインに沿って施設整備を推進するとともに、産学官連
携、研究者交流、国際交流等に必要な施設の充実を図る。また、耐震補強、ユニバーサルデザ

インの導入など今日的課題の対応に努める。 
平成１８年度は、引き続き施設整備計画に基づいて実施する。 

 

237・学生の教育研究活動を直接的に促す施設の整備を図るとともに、人間形成の場となる交流
スペース、福利厚生施設、屋外環境施設等の充実に努める。 
平成１８年度は、引き続き施設整備計画に基づいて実施する。 

 

○施設設備の有効活用及び維持管理に関する具体的措置 

238・施設マネジメントを徹底し、民間手法も参考に施設整備と運営管理を一体的に行う。 
平成１８年度は、施設マネジメント基本原則を確立し、施設マネジメントを充実する。 

 

239・プロジェクト研究等に対応した共通利用スペースを整備し、戦略的優先度を踏まえて利用
に供するとともに、保有施設の弾力的使用の拡大により教育研究スペースの有効活用を促進す

る。 
平成１８年度は、有効利用規程に基づき新営・改修施設の一定割合を共同利用スペースとし、

共同利用スペースのレンタル制の導入を継続的に実施し、共同利用スペースのレンタル制の拡

大を図る。 

 

240・競争的資金や寄附金等の外部資金の活用、PFI(Private Finance Initiative)の採用など新
たな整備手法の導入に積極的に取り組むこととし、具体には三条地区の学生宿舎を PFI 事業と
して確実に推進する。 
平成１８年度は、新たな整備手法の導入のための方針を策定し、実施する。 
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241・関係法令及び国等の施策に則り、省エネルギー・省資源対策、リサイクル・廃棄物対策等
に関する実施計画を策定し実施するとともに、結果を的確に把握し学内に周知する。 
平成１８年度は、省エネルギー対策等の改善を推進するとともに平成１７年度に収集した環

境報告書作成のための学内データをもとに、環境報告書を作成し９月にホームページにて公表

する。また公表に向けて学内データを分析し、光熱水費等の削減目標を決定する。 
 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 

○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策 
242・関係法令等の趣旨を踏まえ、全学的な安全衛生管理体制を整えるとともに、安全衛生環境
の充実に努める。 
平成１８年度は、各事業場の作業環境、衛生環境状態の確認・点検を実施するとともに、改

善状況の確認も実施し、東北大学安全・衛生管理者及び安全管理担当者連絡会に継続的に報告

し指導する。 
 

243・総合的な安全衛生対策を推進するため、資格を有する安全管理責任者の適正配置、教職員
等に対する安全教育の徹底、並びに各種マニュアルの作成等を行う。 
平成１８年度は、資格を有する安全管理責任者の適正配置、教職員等に対する安全教育の実

施、並びに各種マニュアルの作成等を実施するとともに、必要な整備等を継続的に行う。 
 

244・関係法令等に則り、化学物質及び放射性物質等の適切な管理を行うとともに、廃棄物の適
正な処理を図る。 
平成１８年度は、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等の管理状況の調査、点検を継続的に実施

する。 
 

245・情報の安全対策として、情報ネットワークセキュリティ・ポリシーを策定するとともに、
セキュリティ維持の専門家等を配置して運用体制を整備する。 
平成１８年度は、情報ネットワークセキュリティ・ポリシーに基づき、情報セキュリティの

維持を継続的に推進する。 
 

○学生等の安全確保等に関する具体的方策 
246・学生に対する傷害保険の加入、安全教育の徹底、安全意識の向上、学生の安全確保のため
の対応体制の強化、マニュアルの整備に努める。 
平成１８年度は、学生に対する傷害保険の加入勧奨、安全教育の実施、安全意識の啓蒙、学

生の安全確保のための対応体制の強化、マニュアルの作成等の整備を継続的に推進する。 
 
247・学生及び教職員等の安全確認、安全確保及び防災意識の向上のため、災害発生時における
全学的な安全対策マニュアルの作成や防災訓練等を実施する。 
平成１８年度は、危機管理委員会において必要に応じて見直しを行いつつ、安全管理マニュ

アルの作成、災害時における避難訓練や防災訓練等の実施を継続的に推進する。 
 
248・必要な防犯設備の整備として、建物及び屋外環境における防犯・警備対応の体制を整備す
る。 
平成１８年度は、防犯・警備対応体制を整備し、防犯設備の点検等の実施を継続的に推進す

る。 

 



Ⅵ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

　　別紙参照

Ⅶ　短期借入金の限度額

　○短期借入金の限度額

　　１　短期借入金の限度額

　　　　　１３６億円

　　２　想定される理由

　　　　運営費交付金の受入れ遅延、及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

　　　することも想定される。

Ⅷ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

　○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

　（１）　病院の施設整備及び病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学病

　　　　院の敷地及び建物について担保に供する。

　（２）　附属病院（一）の土地の一部（宮城県仙台市青葉区星陵町１－１）891.63㎡を譲渡する。

　（３）　太陽エネルギー実験所の土地の一部（宮城県仙台市青葉区北山三丁目１４）20,074.01㎡ を

　　　　譲渡する。

Ⅸ　剰余金の使途

　○決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ　その他

１　施設・設備に関する計画

施設・整備の内容 予定額（百万円） 財　　源
・アスベスト対策事業 総額　５，７９３

・片平団地総合研究棟改修（材料・物性系） 施設整備費補助金（３，４６７）

・星陵団地総合研究棟改修（医学系）  　　  

・災害復旧事業    　  船舶建造費補助金（　　　　０）

・三条１団地学生寄宿舎施設整備等事業（PFI）        

・病院　基幹・環境整備          長期借入金　　　（２，１８５）

・営繕事業          

国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ交付金

・画像診断支援システム 　　　　　　　　（　　１４１）

・３テスラ磁気共鳴断層診断装置

・重症患者治療支援システム

注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合等

　　を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。

２　人事に関する計画

　（１）人事の適正化に関する計画

　　　　①　法人運営に不可欠な業務分野に関する調査・分析等を引き続き行うと共に、戦略スタッフ

　　　　　採用に関する基本方針等に基づき、必要な業務について学外の有識者・専門家の登用を推進

　　　　　する。

　　　　②　教員が独創的な教育研究に専念できる仕組みを図るための基本方針に基づき、特定のプロ

　　　　　グラム・施策を全学的にサポートする体制を充実する。

　　　　③　大学の機能強化に寄与すると判断できる客観的な人事評価システムの確立のため教員の評

　　　　　価に関する全学的なガイドラインに基づきインセンティブ付与基準を策定し、準備の整った
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　　　　　事項から順次試行又は実施し、必要に応じて見直しを行う。

　　　　④　教員の任期制等の適切な運用により、先端的・学際的領域や期限付きプロジェクト等への

　　　　　任期制の積極的導入を推進するとともに、テニュア制を導入し、人材の機動的採用を図る。

　　　　⑤　人件費管理に関する基本方針に基づき、各部局配置職員数・人件費総枠を設定し必要に応

　　　　　じて見直しを行い、適切な人員・人件費管理に努めるとともに、人的資源の戦略的な配置・

　　　　　活用策を充実する。

　　　　⑥　人件費の有効かつ適切な支出を図るため、教員の教育負担・教育活動の評価に応じた給与

　　　　　体系の基本方針及び「活力に富んだ競争力のある大学づくりに向けた人事給与施策」を策定

　　　　　する。

　　　　⑦　基本方針に基づき、客観的で納得性のある事務系職員の評価システムを構築し、可能な事

　　　　　項について試行又は実施し、必要な見直しを行う。

　　　　⑧　能力開発システムの基本方針に基づき、研修等の充実を図るとともに、キャリア養成シス

　　　　　テムを含めた新たな人事システムの策定を進める。

　（２）事務等の効率化・合理化に関する計画

　　　　①　事務部門の事務業務の調査・分析の検討結果に基づき、効率化、合理化を推進する。

　　　　②　効率化・合理化を推進するため、必要に応じて見直しを行い、準備等が整った事項から、

　　　　　事務業務等の集約化・アウトソーシングを順次実施する。

　　　　③　窓口業務の効率化、予算執行の迅速化、学生サービスの向上を図るため新運用管理体制の

　　　　　下で、全学統合情報管理システムの開発・試験運用を行い本稼働に向けて準備を進める。

（参考１）平成１８年度の常勤職員数　　４，４２５人

　　　　　　　（役員及び任期付職員を除く。）

　　　　　また、任期付職員数の見込みを　　５８３人とする。

　　　　　　　（任期付職員は、大学の教員等の任期に関する法律に基づくもの。）

（参考２）平成１８年度の人件費総額見込み　　４６，５４７百万円

３　災害復旧に関する計画

　　平成１７年８月に発生した地震により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。

（別紙）

○予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

（別表）

○学部の学科、研究科の専攻等の名称と学生収容定員、附属学校の収容定員・学級数
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（別紙）予算、収支計画及び資金計画

１．予　算

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

　収　入

　　運営費交付金 53,981

　　施設整備費補助金 3,467

　　船舶建造費補助金 0

　　施設整備資金貸付金償還時補助金 0

　　補助金等収入 201

　　国立大学財務・経営センター施設費交付金 141

　　自己収入 33,953

　　　授業料及入学金検定料収入 10,336

　　　附属病院収入 23,268

　　　財産処分収入 0

　　　雑収入 349

　　産学連携等研究収入及び寄付金収入等 13,086

　　長期借入金収入 2,185

　　貸付回収金 0

　　承継剰余金 0

  　目的積立金取崩 880

　　　　　　　　　計 107,894

　支　出

　　業務費 71,363

　　　教育研究経費 49,753

　　　診療経費 21,610

　　一般管理費 12,777

　　施設整備費 5,793

　　船舶建造費 0

　　補助金等 201

　　産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 13,086

　　貸付金 0

　　長期借入金償還金 4,674

　　国立大学財務・経営センター施設費納付金 0

　　　　　　　　　計 107,894

［人件費の見積り］

　　期間中総額　　４６，５４７百万円を支出する。（退職手当は除く）

　　（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額３７，４１８百万円）

　注）「施設整備費補助金」のうち、平成１８年度当初予算額 １６３百万円、前年度よりの

　 　繰越額 ３，３０４百万円。

平成１８年度　予算
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２．収支計画

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

　費用の部 106,193

　　経常費用 106,193

　　　業務費 92,223

　　　　教育研究経費 17,455

　　　　診療経費 12,423

　　　　受託研究費等 10,056

　　　　役員人件費 150

　　　　教員人件費 30,820

　　　　職員人件費 21,319

　　　一般管理費 3,066

　　　財務費用 1,226

　　　雑損 0

　　　減価償却費 9,678

　　臨時損失 0

　収入の部 105,915

　　経常収益 105,915

　　　運営費交付金 52,161

　　　授業料収益 8,666

　　　入学金収益 1,376

　　　検定料収益 294

　　　附属病院収益 23,268

　　　受託研究費等収益 10,056

　　　補助金等収益 176

　　　寄附金収益 2,939

　　　財務収益 4

　　　雑益 398

　　　資産見返運営費交付金等戻入 761

　　　資産見返補助金等戻入 6

　　　資産見返寄付金戻入 1,409

　　　資産見返物品受贈額戻入 4,401

　　臨時利益 0

　純利益 ▲ 278

  目的積立金取崩益 880

　総利益 602

　注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

　注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

平成１８年度　収支計画
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３．資金計画

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資金支出 117,893

業務活動による支出 95,237

投資活動による支出 7,983

財務活動による支出 4,674

翌年度への繰越金 9,999

資金収入 117,893

業務活動による収入 101,217

運営費交付金による収入 53,981

授業料及入学金検定料による収入 10,336

附属病院収入 23,268

受託研究等収入 10,056

補助金等収入 201

寄附金収入 3,030

その他の収入 345

投資活動による収入 3,612

施設費による収入 3,608

その他の収入 4

財務活動による収入 2,185

前年度よりの繰越金 10,879

　注）前年度よりの繰越金には、奨学寄附金に係る繰越額（７，９４９百万円）が含まれている。

平成１８年度　資金計画
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（別表）学部の学科、研究科の専攻等

文学部 人文社会学科 ８４０人
教育学部 教育科学科 ２８０人
法学部 法学科 ６４０人

経済学科 ５４０人
経営学科 ５４０人
数学科 １８０人
物理学科 ３１２人
宇宙地球物理学科 １６４人
化学科 ２８０人
地圏環境科学科 １２０人
地球物質科学科 ８０人
生物学科 １６０人
医学科 ６００人

保健学科 ４４８人
歯学科 ３４０人

創薬科学科 ６０人
薬学科 ２０人
総合薬学科 ２４０人
機械知能・航空工学科 ７０２人
電気情報・物理工学科 ７２９人
化学・バイオ工学科 ３３９人
材料科学総合学科 ３３９人
建築・社会環境工学科 ３２１人
機械知能工学科 ５３人
機械電子工学科 ６３人
機械航空工学科 ５４人
地球工学科 ２９人
量子エネルギー工学科 ３５人
電気工学科 ５６人
通信工学科 ４３人
電子工学科 ５６人
情報工学科 ５０人
応用物理学科 ３８人
分子化学工学科 ４９人
生物化学工学科 ６４人
金属工学科 ３１人
材料物性学科 ４６人
材料加工学科 ３６人
土木工学科 ６０人
建築学科 ４７人
生物生産科学科 ３６０人
応用生物化学科 ２４０人
文化科学専攻 １１２人

うち前期課程 ６４人
　　後期課程 ４８人

言語科学専攻 ４９人
うち前期課程 ２８人
　　後期課程 ２１人

歴史科学専攻 ７５人
うち前期課程 ４２人
　　後期課程 ３３人

人間科学専攻 ７７人
うち前期課程 ４４人
　　後期課程 ３３人

総合教育科学専攻 １４０人
うち前期課程 ８０人
　　後期課程 ６０人

トランスナショナル法政策専攻 ６０人
うち前期課程 ２０人
　　後期課程 ４０人

法政理論研究専攻 ４０人
うち前期課程 ２０人
　　後期課程 ２０人

総合法制専攻（法科大学院） ３００人
うち法科大学院課程 ３００人

（うち歯科医師養成に係る分野３４０人）
薬学部

工学部

経済学部

理学部

医学部
（うち医師養成に係る分野６００人）　　

農学部

文学研究科

教育学研究科

歯学部

法学研究科
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公共法政策専攻（専門職大学院） ６０人
うち専門職学位課程 ６０人

経済学専攻 １２人
うち前期課程 ０人
　　後期課程 １２人

経営学専攻 １２人
うち前期課程 ０人
　　後期課程 １２人

現代応用経済科学専攻 ９人
うち前期課程 ０人
　　後期課程 ９人

経済経営学専攻 １４０人
うち前期課程 １００人
　　後期課程 ４０人

会計専門職専攻（専門職大学院） ８０人
うち専門職学位課程 ８０人

数学専攻 １３０人
うち前期課程 ７６人
　　後期課程 ５４人

物理学専攻 ３２０人
うち前期課程 １８２人
　　後期課程 １３８人

天文学専攻 ３０人
うち前期課程 １８人
　　後期課程 １２人

地球物理学専攻 ９１人
うち前期課程 ５２人
　　後期課程 ３９人

化学専攻 ２３１人
うち前期課程 １３２人
　　後期課程 ９９人

地学専攻 １１２人
うち前期課程 ６４人
　　後期課程 ４８人

医科学専攻 ６１６人
うち修士課程 ４０人
　　博士課程 ５７６人

障害科学専攻 ９２人
うち前期課程 ５６人
　　後期課程 ３６人

歯科学専攻 ２００人
うち修士課程 １２人
　　博士課程 １８８人

創薬化学専攻 ７４人
うち前期課程 ４４人
　　後期課程 ３０人

医療薬科学専攻 ６５人
うち前期課程 ３８人
　　後期課程 ２７人

生命薬学専攻 ５３人
うち前期課程 ３２人
　　後期課程 ２１人

機械システムデザイン工学専攻 １２０人
うち前期課程 ７２人
　　後期課程 ４８人

ナノメカニクス専攻 １１８人
うち前期課程 ８８人
　　後期課程 ３０人

航空宇宙工学専攻 １３６人
うち前期課程 ９４人
　　後期課程 ４２人

量子エネルギー工学専攻 １１３人
うち前期課程 ６８人
　　後期課程 ４５人

電気・通信工学専攻 ２００人
うち前期課程 １３２人
　　後期課程 ６８人

電子工学専攻 １５５人
うち前期課程 ９８人
　　後期課程 ５７人

応用物理学専攻 ９８人

薬学研究科

工学研究科

経済学研究科

理学研究科

医学系研究科

歯学研究科
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うち前期課程 ６２人
　　後期課程 ３６人

応用化学専攻 ７０人
うち前期課程 ４６人
　　後期課程 ２４人

化学工学専攻 ９４人
うち前期課程 ６４人
　　後期課程 ３０人

バイオ工学専攻 ５５人
うち前期課程 ３４人
　　後期課程 ２１人

金属フロンティア工学専攻 ７２人
うち前期課程 ４２人
　　後期課程 ３０人

知能デバイス材料学専攻 １０８人
うち前期課程 ７２人
　　後期課程 ３６人

材料システム工学専攻 ８４人
うち前期課程 ５４人
　　後期課程 ３０人

土木工学専攻 １２２人
うち前期課程 ８０人
　　後期課程 ４２人

都市・建築学専攻 １１４人
うち前期課程 ７８人
　　後期課程 ３６人

技術社会システム専攻 ８１人
うち前期課程 ４２人
　　後期課程 ３９人

バイオロボティクス専攻 １１１人
うち前期課程 ７２人
　　後期課程 　３９人

資源生物科学専攻 １２１人
うち前期課程 ７０人
　　後期課程 ５１人

応用生命科学専攻 １１６人
うち前期課程 ６８人
　　後期課程 ４８人

生物産業創成科学専攻 ９５人
うち前期課程 ５６人
　　後期課程 ３９人

国際地域文化論専攻 ６３人
うち前期課程 ３０人
　　後期課程 ３３人

国際文化交流論専攻 ８８人
うち前期課程 ４０人
　　後期課程 ４８人

国際文化言語論専攻 ５９人
うち前期課程 ２６人
　　後期課程 ３３人

情報基礎科学専攻 １０７人
うち前期課程 ６２人
　　後期課程 ４５人

システム情報科学専攻 ９８人
うち前期課程 ５８人
　　後期課程 ４０人

人間社会情報科学専攻 １０２人
うち前期課程 ６０人
　　後期課程 ４２人

応用情報科学専攻 １００人
うち前期課程 ５８人
　　後期課程 ４２人

分子生命科学専攻 ９７人
うち前期課程 ５８人
　　後期課程 ３９人

生命機能科学専攻 １２７人
うち前期課程 ７６人
　　後期課程 ５１人

農学研究科

国際文化研究科

情報科学研究科

生命科学研究科
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生態システム生命科学専攻 １２９人
うち前期課程 ７８人
　　後期課程 ５１人

環境科学専攻 ２２６人
うち前期課程 １３０人
　　後期課程 ９６人

教育情報学専攻 ３９人
うち前期課程 ２４人
　　後期課程 １５人

医療技術短期大学部 専攻科助産学特別専攻 ２０人
歯学部附属歯科技工士学校 ４０人

教育情報学教育部

環境科学研究科
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